
１． 重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

什器備品は定率法で減価償却を実施している。

（２）消費税等の会計処理

消費税込額で表示している。

２． 基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,000,000 0 0 1,000,000

1,000,000 0 0 1,000,000

4,150,000 0 400,000 3,750,000

1,500,000 0 0 1,500,000

1,100,000 0 0 1,100,000

1,550,000 0 400,000 1,150,000

5,150,000 0 400,000 4,750,000

（特定資産保有目的）

〇記念事業引当資産　令和８年度法人設立40周年記念事業のための特定費用準備資金

〇事務合理化引当資産　将来の事務機器等更新のための特定費用準備資金

〇青少年育成事業引当資産　青少年育成の社会貢献事業実施のための特定費用準備資金

３． その他の固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

その他の固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高 備　　　考

2,535,862 2,233,944 301,918

399,600 399,599 1 平成28年10月取得

118,800 118,799 1 平成29年10月取得

87,480 87,479 1 平成30年9月取得

140,832 140,831 1 平成31年3月取得

503,800 423,998 79,802 令和３年８月取得

917,070 758,597 158,473 令和３年10月取得

126,500 104,641 21,859 令和３年10月取得

187,000 154,686 32,314 令和３年10月取得

ルータ 54,780 45,314 9,466 令和３年10月取得

72,800 0 72,800

2,608,662 2,233,944 374,718

特 定 資 産

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

科 目

基 本 財 産

定 期 預 金

什 器 備 品

デ ジ タ ル 印 刷 機

電 話 加 入 権

合 計

記 念 事 業 引 当 資 産

事務合理化引当資産

合 計

科 目

青少年育成事業引当資産

パ ソ コ ン

レーザープリンター

パ ソ コ ン

丁合機

パソコン７台

オウル

ハイエンド６


